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○端数処理の関係により、合計値と一致しない場合があります。 ○受託事業等経費は、５０万円未満であるため、数字を（１）
　としております。

財 務 諸 表 （平 成 ２４ 年 度） の 概 要
（単位：百万円）

人件費 385

一般管理費
271

資産見返負債戻入

運営費交付金

収益 915      

(24.0%)

(41.8%)

(34.1%)

(81.2%)

58 (5.1%)

臨時損失0.9

業務経費
（教育研修事業費）

471

財務費用0.01
臨時利益0.9

当期総利益0.03

自己収入

（施設運営収入等）

固定資産
4,989

（96.4％）

流動資産 186

資本剰余金
583（11.2％）

資本金 3,891
（75.2％）

固定負債 505
（9.8％）

流動負債 195

利益剰余金0.2

（3.8％）

貸 借 対 照 表

資産の部 負債の部

純資産の部

5,175

損 益 計 算 書

収益の部費用の部

1,127

153 (13.6%)

（3.6％）



              （単位：千円）

前期 当期 前期比較

(H.24.3.31) (H.25.3.31) 増 △ 減

 ○ 流動資産 250,291 186,431 △ 63,860

現金及び預金 247,485 184,966 △ 62,519  未払金の減

その他流動資産（前払費用等） 2,806 1,465 △ 1,341

 ○ 固定資産 5,028,701 4,988,582 △ 40,119

有形固定資産 5,003,454 4,972,741 △ 30,713

建物・構築物 2,470,317 2,310,431 △ 159,886  減価償却による減

機械･装置・備品等 144,779 118,519 △ 26,260  減価償却による減

土　地 2,388,358 2,543,791 155,433  本部用地の計画的購入による増

無形固定資産 25,199 15,792 △ 9,407  減価償却による減

投資その他の資産 48 48 0

5,278,992 5,175,013 △ 103,980

（負債の部）

 ○ 流動負債 259,086 195,198 △ 63,888

運営費交付金債務 61,185 134,950 73,765  業務運営の効率化による増

その他流動負債（未払金等） 197,901 60,248 △ 137,653  未払金の減

 ○ 固定負債 570,213 505,324 △ 64,889

資産見返負債 549,498 493,750 △ 55,748

長期リース債務 20,715 11,574 △ 9,141  情報システム更新に伴うリース料残額の減

829,299 700,522 △ 128,777

（純資産の部）

 ○　資本金（政府出資金） 3,891,142 3,891,142 0

 ○　資本剰余金 558,352 583,121 24,769

資本剰余金 2,505,330 2,660,763 155,433  本部用地の計画的購入による増

損益外減価償却費 △ 1,946,977 △ 2,077,641 △ 130,664  建物等の減価償却による減

 ○ 利益剰余金 199 227 28

0 199 199  H23年度当期未処分利益の振替による増

当期総利益 199 28 △ 170
Ｈ23災害損失引当金戻入益、リース資産に係る収
益と減価償却の差分及び受取利息の差

4,449,693 4,474,490 24,797

5,278,992 5,175,013 △ 103,980

※ 　各項目毎の単位未満の端数については、四捨五入しているため、合計欄が一致しない場合があります。

比  　較　  貸　  借　  対　  照　  表（対前年度比較）

（資産の部）

主な増減理由

　

　

　

資 産 合 計

積　立　金

純 資 産 合 計

負債・純 資 産 合 計

負 債 合 計

 ２



（費用の部）                 （単位：千円）

前期 当期 前期比較

増 △ 減

 ○ 経常費用 1,210,977 1,126,482 △ 84,494

   業務経費（教育研修事業費） 474,155 470,643 △ 3,511 研修事業の見直し等による減

   一般管理費 323,927 270,873 △ 53,054
減価償却費の減及び複写機の賃貸借･
保守契約の見直し等による減

   人　件　費 392,283 384,953 △ 7,330

国家公務員の給与改定臨時特例法に準
じた給与額の減及びＨ24年度は退職手
当が含まれているがＨ23年度は退職者
がなかったことにによる増

   雑  損 20,613 0 △ 20,613 Ｈ23建物等改修工事の撤去処分費

   財務費用 0 12 12

 ○ 臨時損失 54 908 855 固定資産除却損

 ○ 当期総利益 199 28 △ 171

1,211,230 1,127,418 △ 83,811

（収益の部）

 ○  経常収益 1,211,138 1,126,510 △ 84,628

    運営費交付金収益 953,068 915,217 △ 37,851 予算の縮減・効率化等による減

    自己収入（施設運営収入等） 156,047 153,465 △ 2,583 宿泊料収入の減

    資産見返負債戻入 102,023 57,828 △ 44,195
減価償却費の減及びH23旧東京事務所
（虎ノ門）敷金回収分が含まれていたが、
H24は該当がなかったことによる

 ○ 臨時利益 91 908 817 Ｈ24資産見返負債戻入（固定資産除却）

1,211,230 1,127,418 △ 83,811

※ 　各項目毎の単位未満の端数については、四捨五入しているため、合計欄が一致しない場合があります。

比    較    損    益    計    算    書（対前年度比較）

主な増減理由
(H.23.4.1～

24.3.31)
(H.24.4.1～

25.3.31)

費 用 合 計

収益 合 計

 ３



（単位：百万円）

予　算　額 決　算　額 差引増△減額 備　　　　　　考

 （収　入）

(a) (b) (b)-(a)

 事業費収入 1,167 1,145 △ 21

 運営費事業関係収入 1,167 1,145 △ 21

 運営費交付金 1,025 992 △ 33
国家公務員の給与改定臨時特例法に準じた
給与削減相当額を政府補正予算にて減額

 自己収入 142 153 12 宿泊料収入等の増

 施設整備費 155 155 -

1,322 1,301 △ 21

 （支　出）

(a) (b) (a)-(b)

 事業費 1,167 1,072 95

 運営費事業 1,167 1,072 95

一般管理費 261 244 17
複写機の賃貸借･保守契約の見直し等による
減

（12） （11） （1）

415 385 30

 施設整備費 155 155 -

1,322 1,227 95

（注）　１．人件費の（　）は、退職手当の額を内数で記載している。

２．各項目と合計欄の金額は、四捨五入の 関係で一致しないことがある。

49 研修事業の見直し等による減

 人件費
国家公務員の給与改定臨時特例法に準じた
給与額の減

合　　　　計

平 成 ２４ 年 度 決 算 の 概 況

区　　　　　分

合　　　　計

 業務経費 491 443

 ４




